
 

 

 

 

 

 

（１）調査時期：令和 2年 9月～11 月 

 

（２）調査対象：北九州市内の企業（支店、工場、営業所等を含む）から 

800 社を任意抽出 

 

（３）調査方法：郵送方式による 

 

（４）集計方法：調査項目別の単純算術平均による 

 

（５）回答状況：368 社（回答率：46.0％） 

 

≪回答企業内訳≫ 

規模別 

業種別 
300 人以上 100～299 人 99 人以下 合計 

全産業・全規模 32 65 271 368 

製造業 14 16 62 92 

卸売業 0 8 27 35 

小売業 4 3 28 35 

運輸業 5 16 33 54 

建設業 3 5 52 60 

サービス業 4 14 64 82 

情報サービス業 2 3 5 10 

 

 

 

 



 

 

（６）調査回答方法・定義 

 

◎賃金実態調査 

・賃金表等がある場合･･･賃金表等に基づき標準的に昇給･昇進した従業員の賃金 

を記入。 

・賃金表等がない場合･･･各年齢・職種に該当する標準的な実在者の賃金もしくは 

平均賃金を記入。 

ただし、該当する年齢に実在者がいない場合は標準的な 

実在者の賃金を基に当該年齢に換算した額を記入。 

   

 ＜年齢＞ 

     令和 2年 4月 1日現在。 

 

＜職種の区分＞  

 「営業・販売・事務」⇒営業・販売・総務・経理など（技術系を除く職種） 

   「生産・工事・技術」⇒生産・加工・修理・建設工事・研究開発・設計など 

  

＜給与の内訳に関する定義＞ 

    「基本となる給与」は、所定内労働時間給与から生活手当（家族手当、住宅手当

等）を除いた一切の現金支給額（令和 2年 4月支給分を基準とする）となります。 

なお、賞与、時間外手当（超過勤務手当・休日出勤手当など）、通勤手当は所定

内労働時間給与に含みません。 

所定内労働時間給与・手当 

基
本
給 

勤
務
手
当 

業
績
手
当 

奨
励
手
当 

生
活
手
当 

 年齢給、 

 勤続給、 

 職務給、 

 職能給 など 

役
職
手
当 

特
殊
勤
務
手
当 

特
殊
作
業
手
当 

資
格
・
技
能
手
当 

個
人
能
率
給 

団
体
業
績
給 

皆
勤
手
当 

精
勤
手
当 

家
族
手
当 

扶
養
手
当 

住
宅
手
当 

地
域
手
当 

 

 

 

 

 

◎退職金支給調査 

自社の退職金表を基に記入。退職金表がない場合は、回答表の条件に合致する従業員

が存在するか否かにより、以下のとおり記入。 

 

・該当者あり･･･実在者の退職金額を記入。 

・該当者なし･･･設定条件に最も近い従業員の実在者の標準的な退職金額を基に推計 

した金額を記入。 

 

基本となる給与 



なし,

47.1%

すべての社員が確認

できる, 53.4%

すべての社員は確認

できない, 46.6%

あり,

52.9%

なし, 4.2%

評価（人事考課）,

65.0%

一律昇給, 6.4%

経営者の判断, 

28.6%

あり

95.8%

正規雇用従業員 

 

賃金実態 

 

＜賃金表の有無＞                 

（※）賃金表…学歴、年齢、勤務年数、職務、職能などにより賃金がどうなっているかを表にしたもの 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

＜昇給制度の有無＞ 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

＜年俸制の有無＞ 

 

 

 

 

 

 

 

 

なし

89.4%

部長級

35.7%

課長級

25.0%

係長、主任級

3.6%

一般従業員も

含む

35.7%

あり

10.6%



基本となる給与

歳 社 円 歳 社 円 社 円 社 円

22 168 193,631 22 24 199,814 46 193,304 98 192,270

30 150 237,748 30 22 239,558 37 233,981 91 238,842

40 164 292,321 40 21 313,089 38 290,649 105 288,772

50 136 345,418 50 20 397,455 34 340,498 82 334,766

60 116 354,621 60 14 385,064 32 360,183 70 345,990

22 128 194,480 22 22 203,051 31 192,122 75 192,941

30 123 239,643 30 21 243,250 28 232,820 74 241,201

40 121 289,576 40 21 303,833 26 287,841 74 286,139

50 122 343,365 50 18 391,377 29 352,707 75 328,231

60 93 337,861 60 14 328,787 24 350,189 55 334,791

20 122 177,240 20 14 180,798 36 176,112 72 177,113

30 95 220,573 30 13 225,808 26 209,416 56 224,538

40 103 260,354 40 15 268,817 26 261,379 62 257,876

50 101 303,092 50 16 312,562 27 294,549 58 304,457

60 67 306,279 60 9 340,820 20 299,786 38 301,515

20 113 181,414 20 18 183,114 28 176,757 67 182,903

30 102 225,619 30 16 236,579 27 212,340 59 228,723

40 100 273,261 40 13 295,035 24 263,088 63 272,644

50 95 313,586 50 15 344,867 28 307,977 52 307,584

60 71 314,167 60 10 331,724 19 300,018 42 316,387

18 145 166,178 18 16 169,151 36 167,140 93 165,294

30 135 215,774 30 16 220,713 30 206,226 89 218,104

40 156 252,554 40 20 265,270 31 258,331 105 248,426

50 148 302,710 50 19 328,160 29 302,400 100 297,964

60 105 313,273 60 14 274,584 29 319,318 62 319,181

18 155 169,176 18 22 168,864 35 164,479 98 170,924

30 164 226,230 30 20 225,999 32 208,426 112 231,357

40 168 268,210 40 21 268,117 32 258,976 115 270,797

50 162 309,434 50 21 320,122 32 300,792 109 309,912

60 129 303,918 60 14 307,149 28 304,455 87 303,226

※基本となる給与とは、家族手当等の生活手当、通勤手当、超過勤務手当、休日出勤手当、賞与を除く一切の現金支給額
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大
　
　
学
　
　
卒

営
業
・
販
売
・
事
務
部
門

生
産
・
工
事
・
技
術
部
門

短
大
・
専
門
学
校
　
　
卒

営
業
・
販
売
・
事
務
部
門

生
産
・
工
事
・
技
術
部
門

学
　
　
　
歴

区
　
　
　
分

集
計
社
数

年
　
　
　
齢

全業種
全規模

高
　
　
校
　
　
卒

営
業
・
販
売
・
事
務
部
門

生
産
・
工
事
・
技
術
部
門

大
　
　
学
　
　
卒

営
業
・
販
売
・
事
務
部
門

生
産
・
工
事
・
技
術
部
門

短
大
・
専
門
学
校
　
　
卒

営
業
・
販
売
・
事
務
部
門

生
産
・
工
事
・
技
術
部
門
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集
計
社
数

基本となる給与

集
計
社
数

集
計
社
数

学
　
　
　
歴

区
　
　
　
分

年
　
　
　
齢

全業種
300人以上

全業種
100～299人

全業種
99人以下



＜業種別　平均支給状況＞

歳 社 円 社 円 社 円 社 円

22 45 197,372 20 195,293 13 191,902 27 184,729

30 48 232,674 13 257,538 12 236,099 24 224,800

40 51 285,243 18 310,406 12 276,428 25 282,270

50 43 343,645 10 350,433 11 305,275 22 362,631

60 39 335,551 11 376,868 6 304,923 17 372,677

22 42 192,796 6 178,500 8 191,534 16 191,266

30 43 229,926 7 248,714 5 256,614 17 222,970

40 43 274,219 8 299,381 4 321,568 16 264,247

50 45 331,581 7 334,576 5 349,024 15 321,104

60 31 316,913 5 386,360 3 307,447 14 325,821

20 27 178,148 15 168,707 12 179,673 18 170,256

30 29 205,516 6 237,717 9 220,741 15 234,218

40 32 244,872 9 275,367 8 267,263 14 253,950

50 28 286,190 10 341,083 7 285,997 16 311,892

60 20 285,292 3 376,900 4 305,760 13 306,886

20 31 179,395 8 177,875 10 175,867 18 185,884

30 31 208,216 3 224,000 6 225,683 18 228,060

40 33 244,215 5 282,700 4 281,342 17 260,865

50 31 285,407 4 286,358 5 311,140 15 303,321

60 24 276,313 2 389,250 3 303,547 13 308,665

18 38 169,074 17 161,819 13 170,698 23 160,753

30 43 216,238 14 226,050 12 217,718 23 212,214

40 46 251,425 16 251,331 11 238,455 23 259,379

50 44 299,261 14 305,965 13 302,524 22 308,504

60 30 321,940 7 319,514 9 285,664 18 307,782

18 58 166,307 8 156,250 12 167,298 22 172,172

30 64 222,392 11 228,118 6 217,268 25 228,987

40 66 255,785 10 261,591 5 256,402 26 273,744

50 64 296,879 9 303,459 7 287,582 22 301,902

60 46 286,851 6 296,183 4 298,713 18 305,431
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※基本となる給与とは、家族手当等の生活手当、通勤手当、超過勤務手当、休日出勤手当、賞与を除く一切の現金支給額

基本となる給与



＜業種別　平均支給状況＞

歳 社 円 社 円 社 円

22 23 196,476 34 191,404 6 205,555

30 20 247,662 28 239,726 5 250,381

40 23 295,889 29 300,972 6 316,397

50 19 355,514 26 331,563 5 396,900

60 18 381,289 20 359,683 5 336,420

22 26 204,505 22 188,208 8 209,346

30 26 260,203 17 234,260 8 253,380

40 24 310,172 19 292,611 7 333,457

50 24 361,863 19 339,245 7 419,340

60 20 371,803 14 343,392 6 322,927

20 16 182,800 30 179,071 4 191,281

30 12 227,103 20 215,470 4 258,396

40 13 273,223 23 257,735 4 332,259

50 14 305,100 22 285,342 4 411,750

60 13 320,654 11 305,550 3 314,000

20 21 182,510 19 181,454 6 188,438

30 22 244,205 15 219,780 7 251,148

40 20 306,454 14 274,651 7 331,325

50 16 346,075 17 305,448 7 423,188

60 14 362,764 10 333,895 5 310,980

18 23 167,813 28 164,392 3 180,363

30 15 221,553 25 202,265 3 264,361

40 25 261,492 32 242,624 3 307,179

50 20 294,850 32 298,850 3 390,000

60 19 321,187 19 308,821 3 305,867

18 29 176,471 23 168,365 3 180,363

30 29 236,659 26 218,260 3 264,361

40 32 296,679 25 259,066 4 297,981

50 31 337,223 24 297,340 5 430,377

60 30 345,491 22 284,470 3 305,867

集
計
社
数

全規模
サービス業

基本となる給与
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※基本となる給与とは、家族手当等の生活手当、通勤手当、超過勤務手当、休日出勤手当、賞与を除く一切の現金支給額



あり, 30.3%

なし, 69.7%

なし

62.3%

一律支給

64.8%

住宅形態により

異なる

35.2%

あり

37.7%

各種手当 

 

１．家族（扶養）手当 

 

＜家族（扶養）手当支給の有無＞ 

 

 

  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

＜家族（扶養）手当平均支給額＞ 

単位：円、（  ）内は回答企業数 

 
配偶者 
または 

第 1 扶養 

第 1子 
または 

第 2 扶養 

第 2子 
または 

第 3 扶養 

第 3子 
または 

第 4 扶養 

その他の

扶養 
一律支給 

全産業・全規模 
9,205 4,864 4,711 4,911 3,059 8,083 

(185) (202) (188) (169) (51) (24) 

 

 

２．住宅（住居）手当 

 

＜住宅（住居）手当支給の有無・平均額＞ 

 

 

 

 

 

 

なし

32.2%

一律支給

8.8%

家族の状況により

異なる，91.2%

あり

67.8%

左図で「家族の状況により異なる」と 

回答したうち支給人数の上限の有無 

 

（※）一律支給…家族の人数にかかわらず、家族が 

1 人以上いれば従業員に一定額を支給する場合。 

 

一律支給平均額・・・１４，２８６円 

借家世帯平均額・・・２３，５６７円 

持家世帯平均額・・・ ８，７１６円 

 



あり

82.3%

なし

17.7%

３．役付（管理職）手当 

 

＜役付（管理職）手当支給の有無＞ 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

＜役付（管理職）手当平均支給額＞ 

単位：円、（  ）内は回答企業数 

 部長級 課長級 係長級 主任級 

全産業・全規模 
72,775 45,880 24,885 14,374 

(237) (252) (201) (172) 

※マネージャー、グループリーダー等の呼称は各企業の判断で上記役職名に含めている。 

 

 

＜管理職の時間外手当支給対象の範囲＞ 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

管理職支給なし

45.8%

係長、主任級

32.1%

課長級

12.9%

部長級

9.2%



特定退職金共済, 25.6%

中小企業退職金共済, 53.0%

確定給付企業年金制度, 

10.2%

確定拠出型年金制度, 

10.2%

その他制度, 

1.0%

退職金 

 

＜退職金制度の有無＞ 

 

 

 

 

 

 

＜退職金支払い準備形態＞ 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

＜今後の退職金制度に関する方針(複数回答可)＞ 

 

社外準備において利用している制度 

「その他制度」の内容：「建設業退職金共済」・「養老保険」など 

社内準備

のみ, 
25.6%

社内準備

と社外準

備の併

用, 50.2%

社外準備

のみ, 
24.2%

※グラフ内の数字は回答企業数 273

34
17

4 2

①
現
状
を
維
持

②
制
度
拡
充
を
検
討

③
制
度
変
更
を
検
討

④
廃
止
を
検
討

⑤
そ
の
他

なし

12.0%

一時金

69.0%

一時金と退職年金の併用

23.5%

退職年金のみ

7.5%

あり

88.0%



＜退職金　平均支給状況＞

年 社 円千 社 円千 社 円千 社 円千

10 88 1,769 92 1,344 10 2,582 10 1,859

20 96 4,545 99 3,606 11 5,706 12 4,578

30 109 8,046 110 6,713 14 10,305 15 9,222

定年 137 10,879 20 15,440

10 95 1,666 103 1,208 12 2,053 13 1,440

20 112 4,017 117 3,267 15 4,758 16 4,418

30 113 6,977 110 5,846 15 8,721 15 7,179

定年 135 9,633 20 13,139

10 94 1,375 101 1,014 12 1,523 12 908

20 101 3,590 107 2,911 15 4,201 15 3,463

30 103 6,382 106 5,291 15 7,654 15 6,085

定年 122 8,485 20 11,577

10 129 1,093 148 792 15 1,292 18 858

20 124 2,943 136 2,255 16 3,555 17 2,625

30 127 5,198 133 4,280 16 6,641 18 6,029

定年 141 7,522 22 11,178

年 社 円千 社 円千 社 円千 社 円千

10 20 1,925 25 1,577 58 1,576 57 1,151

20 24 4,738 27 4,314 61 4,260 60 3,094

30 27 8,023 29 7,668 68 7,591 66 5,722

定年 35 10,451 82 9,949

10 23 1,630 29 1,418 60 1,602 61 1,059

20 30 4,079 32 3,693 67 3,824 69 2,803

30 27 7,368 28 6,880 71 6,459 67 5,116

定年 32 9,412 83 8,874

10 26 1,366 33 1,148 56 1,348 56 958

20 27 3,622 31 3,180 59 3,420 61 2,638

30 27 6,302 30 5,822 61 6,104 61 4,834

定年 28 7,659 74 7,963

10 31 1,066 38 901 83 1,067 92 734

20 27 2,893 30 2,792 81 2,838 89 2,004

30 27 5,363 28 4,800 84 4,870 87 3,751

定年 29 6,581 90 6,932

一
般

勤
続
年
数

部
長
級

課
長
級

係
長
級

退
職
時
の
役
職

勤
続
年
数

集
計
社
数

一
般

部
長
級

課
長
級

係
長
級

退
職
時
の
役
職

集
計
社
数

全産業・全規模 全産業・300人以上

全産業・100～299人 全産業・99人以下

集
計
社
数

集
計
社
数

集
計
社
数

集
計
社
数

集
計
社
数

自己都合退職会社都合自己都合退職会社都合

自己都合退職会社都合 自己都合退職会社都合

集
計
社
数



あり

65.7%

なし

34.3%

あり

33.2%
なし

66.8%

非正規雇用従業員 

◎非正規雇用の考え方 

派遣社員、契約社員、パートタイマー、アルバイトなど正規雇用従業員以外 

の労働者。ただし、臨時的な短期のアルバイトは除外。 

 

雇用状況 

 

【派遣社員】 

 

＜派遣社員の雇用＞            

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

＜正規雇用従業員への登用制度＞ 

 



あり

41.6%なし

58.4% あり

65.7%

なし

34.3%

なし

30.4%

評価（人事考課）に

よる

65.9%

一律昇給

9.6%

経営者の判断

24.5%

あり

69.6%

 

【契約社員】 

 

＜契約社員の雇用＞        ＜正規雇用従業員への登用制度＞ 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

＜契約社員の昇給制度＞           

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

   ＜契約社員の賞与制度＞ 

 

 

 

 

 

 

 

なし

50.7%

5万円未満

16.7%

5～10万円未満

26.7%

10～15万円未満

23.3%

15～20万円未満

10.0%

20～25万円未満

6.6%

25万円以上

16.7%

あり

49.3%



あり

60.9%

なし

39.1%
あり

65.2%

なし

34.8%

なし

26.6%

評価（人事考課）

による

46.9%

一律昇給

11.0%

経営者の判断

42.1%

あり

73.4%

 

【パートタイマー】 

 

＜パートタイマーの雇用＞     ＜正規雇用従業員への登用制度＞ 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

＜パートタイマーの昇給制度＞ 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

＜パートタイマーの賞与制度＞ 

 

 

 

 

 

 

 

 

なし

50.0%

5万円未満

54.1%

5～10万円未満

27.7%

10～15万円未満

12.2%

15～20万円未満

2.0%

20～25万円未満, 

2.0%25万円以上

2.0%

あり

50.0%



あり

33.7%

なし

66.3%

あり

54.5%

なし

45.5%

なし

34.6%

評価（人事考課）

による

49.3%

一律昇給

11.3%

経営者の判断

39.4%

あり

65.4%

 

【アルバイト】 

 

＜アルバイトの雇用＞        ＜正規雇用従業員への登用制度＞ 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

＜アルバイトの昇給制度＞ 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

＜アルバイトの賞与制度＞ 

 

なし

69.2%

5万円未満

65.6%

5～10万円未満

21.9%

10～15万円未満

9.4%

25万円以上

3.1%

あり

30.8%


